
—教育福祉常任委員会—

保育士の処遇改善と
人員確保等の状況について

及び市民との意見交換会

第18回那覇市議会報告会



（１）
きっかけ
• 2016年「保育園落ちた・・・」SNS投稿など

国

第2期沖縄県子ども・子育て支援事業計画
のもと、

2

待機児童問題の要因として「保育士不足」が挙げられた



（１）
保育士不足の現状
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（２）

保育人材確保のための『魅力ある職場づくりに向けて』（厚生労働省）より引用
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（２）

保育人材確保のための『魅力ある職場づくりに向けて』（厚生労働省）より引用
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2023年3月10日（金）
教育福祉常任委員会

所管事務調査

—こども行政に関する所管事務調
査として「保育士の処遇改善」等に
ついて、行政当局（こどもみらい部
こども政策課）から聞き取り調査を
実施しました。—



（３）
論点：保育士の配置基準

【国の保育士配置基準】
0歳 ３：１
１～２歳 ６：１
3歳 ２０：１
４～5歳 ３０：１

【根拠法令等】
保育所
厚生労働省令

認定こども園
内閣府・文部科学省令

那覇市（こどもみらい部こども政策課）
の見解

⇒本市においては、1歳児の待機児童数
が最も多く、また保育士（保育従事者）
の負担が最も重い。

「保育士負担軽減等加配事業」立案
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（４）保育士負担軽減等加配事業と
「保育士負担軽減等加配事業」の概要

事業の対象：市内保育施設、私立認可保育所、私立認定

こども園、地域型保育事業所

事業の目的：保育・教育の負担が重いクラスや配慮が必

要な家庭児童に対して保育士等を加配する

ことにより負担軽減を図り離職を防止し、

もって待機児童解消につなげる。

事業の内容：待機児童の多い1歳児クラスについて、国の

保育士配置基準の児童6名に対し職員1名と

しているところ、5名に対し1名とし、その

ために必要な保育士の人件費を補助する。

当初予算 ：約5,100万円

令和5年3月17日 全会一致にて可決
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